
△瀬戸市福祉事務所長委任規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

△△平成２６年９月３０日 

瀬戸市長△増 岡 錦 也△ 

瀬戸市規則第３３号 

△△△瀬戸市福祉事務所長委任規則の一部を改正する規則 

△瀬戸市福祉事務所長委任規則（昭和６２年瀬戸市規則第３号）の一部を

次のように改正する。 

△次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

第２条の２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号。以下この条において「中国残留邦人

等支援法」という。）第１４条第４項（中国残

留邦人等支援法第１５条第３項及び中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平

成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項に

おいて準用する場合を含む。以下この条におい

て同じ。）においてその例によるものとされた

生活保護法（以下この条において「法」とい

う。）第１９条第４項及び地方自治法第１５３

条第２項の規定により、次に掲げる事務を福祉

事務所長に委任する。 

第２条の２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法（以下こ

の条において「法」という。）第１９条第４項

及び地方自治法第１５３条第２項の規定によ

り、次に掲げる事務を福祉事務所長に委任す

る。 

⑴から⒇まで ＜省略＞ ⑴から⒇まで ＜省略＞ 

(21) 中国残留邦人等支援法第１５条第１項の

規定による配偶者支援金の支給に関するこ

と。 

 

第７条 地方自治法第１５３条第２項の規定によ

り、次に掲げる事務を福祉事務所長に委任す

第７条 地方自治法第１５３条第２項の規定によ

り、次に掲げる事務を福祉事務所長に委任す



る。 る。 

 ⑴から(57)まで ＜省略＞  ⑴から(57)まで ＜省略＞ 

 (58) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律施行規則（平成１８年

厚生労働省令第１９号。以下この条において

「施行規則」という。）第１８条第１項の規

定による障害福祉サービス受給者証の提出を

求めることに関すること。 

 (58) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律施行規則（平成１８年

省令第１９号。以下この条において「施行規

則」という。）第１８条第１項の規定による

障害福祉サービス受給者証の提出を求めるこ

とに関すること。 

 (59)から(62)まで ＜省略＞  (59)から(62)まで ＜省略＞ 
  

△△△附△則 

△この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の２の改正規定は、

平成２６年１０月１日から施行する。 

 


